
①ストック表     （末残、億円）

11/8月 9 10 11 12 12/1

長 期 国 債 (1) 621,300 603,606 621,267 634,264 632,308 644,114

買入等 (2) 621,300 603,606 621,267 634,264 632,308 644,114

その他 (3) 0 0 0 0 0 0

対政府 長期国債売現先 (-) (4) -237,697 -151,165 -140,936 -210,759 -102,881 -147,109

国庫短期証券 (5) 204,042 197,173 145,378 229,964 213,739 122,406

引　受 (6) 170,725 171,136 125,748 218,226 203,545 115,968

買　入 (7) 33,437 26,105 19,758 11,893 10,336 6,561

売　却 (-) (8) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却 (-) (9) 0 0 0 0 0 0

-17,120 -18,009 -17,026 -18,810 -19,855 -18,417

国債買現先 (11) 0 0 0 0 0 0

国債売現先 (-) (12) 0 0 0 0 0 0

共通担保資金供給 (13) 90,986 82,065 50,035 43,169 39,609 44,042

ＣＰ買現先 (14) 0 0 0 0 0 0

手形売出 (-) (15) 0 0 0 0 0 0

被災地金融機関支援オペ (16) 3,456 4,489 4,879 4,891 4,943 5,008

29,424 30,381 30,381 30,380 30,528 30,528

資産買入等の基金 * 386,399 387,716 399,688 411,184 420,237 430,003

長期国債 (18) 16,067 16,058 19,069 24,073 29,092 35,146

国庫短期証券 (19) 26,908 26,834 26,329 26,971 26,825 23,693

ＣＰ等 (20) * 16,141 14,646 13,443 17,440 19,830 16,965

社債等 (21) * 9,507 10,994 12,549 14,013 15,298 16,811

金銭の信託（信託財産ＥＴＦ）(22)* 5,114 6,392 7,442 7,796 8,291 8,479

金銭の信託（信託財産Ｊ－ＲＥＩＴ）(23)* 391 532 582 622 645 660

共通担保資金供給 (24) 312,271 312,260 320,273 320,269 320,256 328,250

貸 出 等 1,403 1,202 1,235 1,242 1,248 1,237

33条貸出 (25) 1 0 33 40 46 35

預金保険機構貸付金等 (26) 1,202 1,002 1,002 1,002 1,002 1,002

預金保険機構貸付金 (27) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給 (-) (28) 0 0 0 0 0 0

14,776 14,012 14,771 14,696 14,694 14,694

政府預金 (-) (30) -17,049 -13,248 -14,122 -20,326 -20,979 -14,620

そ の 他 (31) * 42,525 42,047 40,171 40,637 37,197 33,945

マネタリーベース 1,122,445 1,180,269 1,135,721 1,160,532 1,250,788 1,145,831

日本銀行券発行高 791,873 788,829 792,956 794,608 839,968 801,882

貨幣流通高 45,025 45,035 45,042 45,155 45,497 45,350

日銀当座預金 285,547 346,405 297,723 320,769 365,323 298,599

準備預金 (32) 251,993 309,269 262,920 276,223 324,851 267,003

マネタリーベース 1,122,445 1,180,269 1,135,721 1,160,532 1,250,788 1,145,831

本件に関する照会先：日本銀行企画局　佐久田（03-3277-1634）

マネタリーベースと日本銀行の取引（2012年1月）

対外国中銀等 国庫短期証券売現先 (-) (10)

金銭の信託（信託財産株式） (29) *

成長基盤強化支援資金供給 (17)

本件の対外公表時刻は

2月7日 8時50分
2012年2月7日

日本銀行企画局



（ストック表 注）

(1)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された長期国債（国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）を除く国債）残高。た
だし、2001/4月は、貸借対照表に資産として計上された長期国債残高に、同年3月までに実行された対政府売現先残高を加えることによ
り算出。上記の長期国債期末時点残高については、2003年度までは移動平均法による低価法、2004年度以降は移動平均法による償却原価
法を用いて評価替えを行っている。2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続となる。なお、資産
買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた長期国債の残高は含まない。

(2)金融機関等からの買入等により取得した長期国債の残高および長期国債による借換引受残高。長期国債残高（脚注(1)）から出資国債
等の残高を控除したもの。なお、この計数は、国債買入オペ等により取得した長期国債の累計額から、現金償還分、割引短期国債による
借換引受分、国債整理基金への売却分等を控除した金額に概ね相当する。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた
長期国債の残高は含まない。

(3)出資国債等の残高。額面金額ベース。

(4)政府に対する長期国債の売現先残高。売却価額ベース。

(5)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された国庫短期証券残高。ただし、2001/4、5月は、貸借対照表に資産として計上された国庫
短期証券残高から同年3月までに実行された国庫短期証券買現先残高を控除することにより算出。内訳項目の足し上げとは、計上ベース
の違い等により、一致しない。国庫短期証券の期末時点残高については、2003年度までは移動平均法による原価法、2004年度以降は移動
平均法による償却原価法を用いて評価替えを行っている。2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連
続となる。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた国庫短期証券の残高は含まない。

(6)政府短期証券の引受残高および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受残高。額面金額ベース。引受・借換引受の累
計額から償還分を控除したもの。

(7)金融機関等からの国庫短期証券の買入残高。同オペの累計額から、買入れた国庫短期証券の償還分（繰上償還を含む）等を控除した
もの。買入代金ベース。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた国庫短期証券の残高は含まない。

(8)金融機関等に対する国庫短期証券の売却残高。同オペの累計額から、売却した国庫短期証券の償還分を控除したもの。売却代金ベー
ス。

(9)政府等に対する国庫短期証券ネット売却残高（売却残高－買入残高）。償還分を控除したもの。額面金額ベース。

(10)外国中央銀行等に対する国庫短期証券の売現先残高。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先残高。買入代金ベース。2002/10月以前は、長期国債の買現先残高であり、前後で計数は不連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先残高。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、金利入札方式（貸付利率を入札に付してコンベン
ショナル方式により決定する方式）または固定金利方式（日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率とする方式）により行う公開市場
操作としての貸付け）の残高。なお、2010/10月以降は金利入札方式のみによる残高。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債、政府保証付短期債券、資産担保短期債券および短期不動
産投資法人債の買現先残高。額面金額ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出残高。額面金額ベース。

(16)東日本大震災にかかる被災地の金融機関に対する、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション（適格担保を担保とし
て、日本銀行が定める限度額の範囲内で、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作としての貸付け）の残
高。

(17)金融機関等に対する成長基盤強化を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率
として行う資金供給）の残高。なお、2011/9月以降は、成長基盤強化を支援するための資金供給における出資等に関する特則による貸付
残高を含む。

(18)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた長期国債の残高。

(19)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた国庫短期証券の残高。

(20)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れたコマーシャル・ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパーおよび不動産投
資法人コマーシャル・ペーパーを除く）、短期社債、不動産投資法人コマーシャル・ペーパー、短期不動産投資法人債、保証付短期外
債、資産担保コマーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券の残高。同オペの累計額から、買入れたコマーシャル・ペーパー等の償還
分を控除したもの。買入代金ベース。期末時点での残高は、移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行うほか、減損処理による
評価替えを行う。



(21)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた社債および不動産投資法人債の残高。同オペの累計額から、買入れた社債等
の償還分を控除したもの。買入代金ベース。期末時点での残高は、移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行うほか、減損処理
による評価替えを行う。

(22)資産買入等の基金の運営として指数連動型上場投資信託受益権（ＥＴＦ）の買入等を行うための金銭の信託の残高。ＥＴＦの評価
は、移動平均法による原価法（ただし期末時点で減損処理により評価替えを行う）による。

(23)資産買入等の基金の運営として不動産投資法人投資口（Ｊ-ＲＥＩＴ）の買入等を行うための金銭の信託の残高。Ｊ-ＲＥＩＴの評価
は、移動平均法による原価法（ただし期末時点で減損処理により評価替えを行う）による。

(24)資産買入等の基金の運営として行う金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を担保として、日本銀行があら
かじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作としての貸付け）の残高。

(25)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保とする貸付残
高(1998年12月以降1999年3月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は補完貸付制度に基づく貸付
残高を含む。共通担保資金供給オペレーション、企業金融支援特別オペレーション、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレー
ションおよび成長基盤強化を支援するための資金供給の残高は含まない）。

(26)預金保険機構向けの貸付残高に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の残高等を加
えた額。

(27)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化のための緊
急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付残高。

(28)金融機関等に対する国債の補完供給残高。売却代金ベース。

(29)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高。株式の評価は、移動平均法による原価法（ただし期末時点で減損
処理により評価替えを行う）による。

(30)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の残高。

(31)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、外国中央銀行
等の預金、引当金勘定、資本金、準備金、代理店勘定等がある（2004年1月から5月までは、外国為替資金特別会計からの外貨債券の売戻
条件付買入を含む）。

(32)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関が日本銀行に預け入れている預け金の残高。ただし、2003年4月から2007年9月ま
では、同金融機関および日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の残高。

＊3月、9月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月上旬に公表。



②フロー表     （月中増加・減少額 <->、億円）

11/8月 9 10 11 12 12/1

長 期 国 債 * 12,131 -17,694 17,661 12,997 -1,956 11,806

買　入 (1) 18,771 17,874 18,901 18,042 18,613 18,004

その他 (2) 0 0 0 0 0 0

償還等 (-) (3) -6,640 -35,568 -1,240 -5,045 -20,569 -6,198

対政府　長期国債売現先 (-) (4) -89,157 86,532 10,228 -69,823 107,878 -44,227

国庫短期証券 * 40,606 -6,869 -51,795 84,586 -16,225 -91,333

引　受 (5) 53,682 32,786 6,182 95,799 15,604 7,016

買　入 (6) 0 0 0 0 0 0

売　却 (-) (7) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却 (-) (8) 0 -25,000 0 0 0 0

償還等 (-) (9) -13,076 -14,655 -57,977 -11,213 -31,829 -98,349

対外国中銀等 国庫短期証券売現先 (-) (10) 1,757 -889 983 -1,784 -1,045 1,438

国債買現先 (11) 0 0 0 0 0 0

国債売現先 (-) (12) 0 0 0 0 0 0

共通担保資金供給 (13) 1,254 -8,921 -32,030 -6,866 -3,560 4,433

ＣＰ買現先 (14) 0 0 0 0 0 0

手形売出 (-) (15) 0 0 0 0 0 0

被災地金融機関支援オペ(16) 136 1,033 390 12 52 65

0 957 0 -1 148 0

資産買入等の基金 ** 16,608 1,317 11,972 11,496 9,053 9,766

長期国債 (18) 3,016 -9 3,011 5,004 5,019 6,054

国庫短期証券 (19) 1,865 -74 -505 642 -146 -3,132

ＣＰ等 (20) ** 338 -1,495 -1,203 3,997 2,390 -2,865

社債等 (21) ** 1,526 1,487 1,555 1,464 1,285 1,513

金銭の信託（信託財産ＥＴＦ）(22)** 1,708 1,278 1,050 354 495 188

金銭の信託（信託財産Ｊ－ＲＥＩＴ）(23)** 164 141 50 40 23 15

共通担保資金供給 (24) 7,991 -11 8,013 -4 -13 7,994

貸 出 等 -39 -201 33 7 6 -11

33条貸出 (25) -39 -1 33 7 6 -11

預金保険機構貸付金等 (26) 0 -200 0 0 0 0

預金保険機構貸付金 (27) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給 (-) (28) 0 0 0 0 0 0

0 -764 759 -75 -2 0

政府預金 (-) (30) 21,208 3,801 -874 -6,204 -653 6,359

そ の 他 (31) ** -506 -478 -1,875 466 -3,440 -3,253

マネタリーベース 3,998 57,824 -44,548 24,811 90,256 -104,957

日本銀行券発行高 -1,754 -3,044 4,127 1,652 45,360 -38,086

貨幣流通高 38 10 7 113 342 -147

日銀当座預金 5,714 60,858 -48,682 23,046 44,554 -66,724

準備預金 (32) 5,554 57,276 -46,349 13,303 48,628 -57,848

マネタリーベース 3,998 57,824 -44,548 24,811 90,256 -104,957

金銭の信託（信託財産株式） (29) **

成長基盤強化支援資金供給 (17)



（フロー表 注）

(1)金融機関等からの長期国債（国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）を除く国債）の買入額。買入代金ベース。いわゆる
「国債買切りオペ」をさす。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた長期国債の買入額は含まない。

(2)出資国債の買取・償還額等。額面金額ベース。

(3)長期国債の償還額、評価替えに伴う簿価の変動額、国債整理基金への売却額その他(1)および(2)以外の事由による残高の増減を計
上。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた長期国債の償還額等は含まない。

(4)政府に対する長期国債の売現先額。売却価額ベース。

(5)政府短期証券の引受額および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受額。額面金額ベース。

(6)金融機関等からの国庫短期証券の買入額。買入代金ベース。なお、資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた国庫短期
証券の買入額は含まない。

(7)金融機関等に対する国庫短期証券の売却額。売却代金ベース。

(8)政府等に対する国庫短期証券ネット売却額（売却額－買入額）。額面金額ベース。

(9)国庫短期証券の償還額のほか、評価替えに伴う簿価の変動額、簿価と売却価額の差等を計上。なお、資産買入等の基金の運営として
金融機関等から買入れた国庫短期証券の償還額等は含まない。

(10)外国中央銀行等に対する国庫短期証券の売現先額。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先額。買入代金ベース。2002/10月以前は、長期国債の買現先額であり、前後では計数は不連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先額。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、金利入札方式（貸付利率を入札に付してコンベン
ショナル方式により決定する方式）または固定金利方式（日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率とする方式）により行う公開市場
操作としての貸付け）の残高の増減。なお、2010/11月以降は金利入札方式のみによる残高の増減。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債、政府保証付短期債券、資産担保短期債券および短期不動
産投資法人債の買現先額。額面金額ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出額。額面金額ベース。

(16)東日本大震災にかかる被災地金融機関に対する、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション（適格担保を担保とし
て、日本銀行が定める限度額の範囲内で、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作としての貸付け）の残高
の増減。

(17)金融機関等に対する成長基盤強化を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率
として行う資金供給）の残高の増減。なお、2011/9月以降は、成長基盤強化を支援するための資金供給における出資等に関する特則によ
る貸付残高の増減を含む。

(18)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた長期国債の残高の増減。

(19)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた国庫短期証券の残高の増減。

(20)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れたコマーシャル・ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパーおよび不動産投
資法人コマーシャル・ペーパーを除く）、短期社債、不動産投資法人コマーシャル・ペーパー、短期不動産投資法人債、保証付短期外
債、資産担保コマーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券の残高の増減。評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(21)資産買入等の基金の運営として金融機関等から買入れた社債および不動産投資法人債の残高の増減。評価替えに伴う簿価の変動額等
を含む。

(22)資産買入等の基金の運営として指数連動型上場投資信託受益権（ＥＴＦ）の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。ＥＴＦの
評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(23)資産買入等の基金の運営として不動産投資法人投資口（Ｊ-ＲＥＩＴ）の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。Ｊ-ＲＥＩＴ
の評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(24)資産買入等の基金の運営として行う金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を担保として、日本銀行があら
かじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作としての貸付け）の残高の増減。



(25)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保とする貸付残
高(1998年12月以降1999年4月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は補完貸付制度に基づく貸付
残高を含む。共通担保資金供給オペレーション、企業金融支援特別オペレーション、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレー
ションおよび成長基盤強化を支援するための資金供給の残高は含まない）。

(26)預金保険機構向けの貸付額に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の増減等を加え
た額。

(27)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化のための緊
急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付額。

(28)金融機関等に対する国債の補完供給額。売却代金ベース。

(29)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。株式の評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(30)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の増減。

(31)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、外国中央銀行
等の預金、引当金勘定、資本金、準備金、代理店勘定等がある（2004年1月から5月までは、外国為替資金特別会計からの外貨債券の売戻
条件付買入を含む）。

(32)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関が日本銀行に預け入れている預け金の増減。ただし、2003年4月から2007年9月ま
では、同金融機関および日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の増減。

 ＊ 長期国債、国庫短期証券については、2001/4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続となる。

＊＊3月、4月、9月および10月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月上旬に公
表。


